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前掲最判平成12年 7 月 7 日民集54巻 6 号1767頁の河合伸一裁判官の補足意見参照。
（ 5 ）　最判平成12年 7 月 7 日民集54巻 6 号1767頁。










（ 1 ）法人に対する主要な罰則規定（ 9）
ａ 1．独占禁止法上の刑事責任
　独占禁止法 3 条に違反して私的独占および不当な取引制限をした者、ならび
に独占禁止法 8 条 1 号に違反して一定の取引分野における競争を実質的に制限
した者は、 5 年以下の懲役または500万円以下の罰金に処される（独占禁止法














（ 7 ）　神田秀樹『会社法第19版』（弘文堂・2017年）259頁注 2 。

















して行われた場合も、課徴金の対象となる（同 4 項、20条の 2 ～20条の 7 ）。
　課徴金の額は、実行期間（最長 3 年）における違反行為の対象商品・役務の
売上高（購入カルテル・優越的地位の濫用が購入に係る場合は、購入額）に一





品衛生法 6 条）に違反した者は、同法71条により、 3 年以下の懲役又は300万円以下の罰金に処









































は、法人やその人に対して 3 億円以下の罰金が科される（同18条 1 項）。
　他方、不当な表示による顧客の誘引を防止する目的で、優良誤認表示または
有利誤認表示をした事業者に対する課徴金制度が、平成28年 4 月 1 日から導入
されている（景品表示法 8 条）。課徴金額は、不当表示の対象となった商品や





















（株券等の場合は4．5％）（金商法172条、172条の 2 第 1 、 2 、 4 ～ 6 項）、有価
証券報告書の不提出については、監査報酬額（金商法172条の 3 第 1 項）、半期
報告書・四半期報告書の不提出については、監査報酬額の 2 分の 1 、有価証券
報告書等、継続開示書類等の虚偽記載等については、600万円又は時価総額の
10万分の 6 のいずれか高い方（四半期・半期・臨時報告書の場合はその 2 分の








































































































































































































































人処罰に関する意義と問題点―」内閣府経済社会総合研究所 ESRI Discussion Paper Series No.149
（2005年）が詳細な分析を行っている。また、金商法上の課徴金制度については、川口恭弘「金
融商品取引法上の課徴金制度」同志社法学61巻 2 号（2009年）255頁以下に詳しい。















徴金額から併科された罰金額（金商法185条の 7 第14項、185条の 8 第 6 項）、
















































































（48）　東京地判平成 8 年 6 月20日金融・商事判例1000号39頁、判例時報1572号27頁、商事法務資料版
148号64頁。
（49）　大阪地判平成12年 9 月20日判例タイムズ1047号86頁、金融・商事判例1101号 3 頁、判例時報




























（50）　仙台地判平成27年 1 月14日 LEX/DB25506084、D1-Law.com:ID28230871。

























（51）　東京地判平成28年 3 月28日判例時報2327号86頁、LLI/DB 判例秘書登載 L07130895。
（52）　東京地判平成29年 4 月27日 LLI/DB 判例秘書登載 L07230098。
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社が支払った課徴金1816万9998円に対する第 1 次決算訂正と第 2 次決算訂正の
寄与の割合をもとに、48万0294円は、被告らの第 2 次決算訂正に関する任務懈
怠と相当因果関係を有する損害であるとして原告の請求を認容している。






（54）　東京高判平成29年 6 月15日 LLI/DB 判例秘書登載 L07220317。



















































































（57）　最判平成 5 年 9 月 9 日民集47巻 7 号4814頁は、因果関係を否定した例とされる。
（58）　江頭・前掲（23）475頁（注 6 ）参照。
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填補および違法行為の抑止の両面（71）からも取締役の会社に対する責任における
損害額に含められるものと考えるべきであろう（72）。
 ―まつい　ひでき・東洋大学法学部教授―
（71）　江頭・前掲（23）467～468頁は、取締役の責任制度は、会社の損害の回復自体を目的とするも
のか（損害補填機能）、取締役が任務懈怠することを防止するいわば手段的役割のものか（抑止
機能）という問題があるが、わが国の学説は、責任を負う取締役が複数ある場合に不真正連帯債
務性を強調する等、前者を重視する傾向を捨ててこなかった。しかし、両者の色彩を強く認める
ことは、取締役の人材の確保を困難にしかねないので、後者を重視する立場から解釈等を再検討
する必要がある、とされる。
（72）　取締役ら業務執行者の業務執行行為が、株式会社を名宛人とする国内法に違反する場合であっ
ても、その法律が新規に制定され、あるいは改正される等の事情があり、その法運用に係る指針
がまだ示されていない段階においては、当該行為が違法とされることを認識していないか、もし
くは認識し得ない状況にあったと認められる。ただ、このような場合は、法律違反としての任務
懈急が認定されるものの、主観的事業として帰責事由の不存在＝無過失の反証により免責される
余地があるため、取締役の業務執行に係る裁量の幅を縮小させることにはならないものと考えら
れる。
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